
2015年4月から、全国で権限移譲が始まります。権限獲得に前向きな横浜市や大和市の
取り組みとは？

介護保険制度改正によって高齢者を取り巻く仕組みが変わることと権限移譲はどうかか
わってくるのか？「誰でも、いつでも、どこへでも」行けるしくみ作りに向けて、各自治
体は「権限移譲」をどう活かせばよいのか考えます。
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2015年1月16日（金） 13時～16時45分 （受付：12時30分開始）

かながわ県民センター 2階ホール TEL：045（312）1121

住所：神奈川県横浜市神奈川区鶴屋町2-24-2 （地図は裏面）

自治体関係者、福祉有償運送関係者、
利用当事者、関心のある方 （定員 150名予定）

500円 （当日、受付でお支払いください）参加費

NPO法人 全国移動サービスネットワーク （略称：全国移動ネット）
〒156-0056 東京都世田谷区船橋1-1-2 山崎ビル204号
TEL：03-3706-0626 FAX：03-3706-0661 E-mail：info@zenkoku-ido.net
URL：http:www.zenkoku-ido.net

認定NPO法人 かながわ福祉移動サービスネットワーク

■基調報告 （30分）

「自家用有償旅客運送の事務・権限移譲の意義と制度見直しについて」

高山和征氏／国土交通省関東運輸局旅客第2課課長

■基調講演 （40分）

「豊かな地域の移動のために権限移譲をどう活用するか」

加藤 博和 氏／名古屋大学大学院環境学研究科都市環境学専攻 准教授

■パネルディスカッション （150分）

「豊かな地域の移動施策を進めるために

地方自治体は権限移譲をどう活用するか」

パネリスト：
國本 直哉 氏／横浜市都市整備局都市交通部都市交通課 課長
石井 信治 氏／大和市街づくり計画部街づくり総務課街づくり調査担当 係長
牧野 洋子 氏／NPO法人 たすけあいあさひ 理事長
加藤 博和 氏／名古屋大学大学院 環境学研究科都市環境学専攻 准教授

コーディネーター：

清水 弘子 氏／認定NPO法人 かながわ福祉移動ｻｰﾋﾞｽﾈｯﾄﾜｰｸ 理事長

自家用有償旅客運送の事務・権限移譲
に関するセミナー in 横浜

豊かな地域の移動施策を進めるために
自治体、住民、NPO等、事業者ができることを考えるセミナー



自家用有償旅客運送の事務・権限移譲に関するセミナー in 横浜

参加申込書

国は、自家用有償旅客運送（福祉有償運送、過疎地有償運送、市町村運営有償運送）の
事務・権限を、2015年4月以降、地方へ移譲することを決定した。希望する市町村によ
る手挙げ方式が基本となり、市町村が手を挙げない区域については、都道府県も手を挙げ
ることができる。
移譲は、国土交通行政の一部（登録に必要な地域の合意形成のみ）を担当してきた自治

体が、本来の役割である地域住民のニーズや地域交通の現状を把握し、地域資源を生かし
て創意工夫を行うための大きな転換点になる。
本セミナーでは、地域住民の移動ニーズに的確に対応できる地域社会をつくることを目

的として、移譲と制度見直しの「経過」「しくみ」 「課題」「めざすべき姿」を考える。

所属組織名 （担当者名： ）

連絡先 Tel Fax

参加者氏名

参加者氏名

参加者氏名

＜申込方法＞ 申込書をご記入の上、FAXまたはE-mailにて、
かながわ福祉移動サービスネットワークまでお申し込みください。１月１３日〆切。

※定員に達した場合は、事務局より下記ご連絡先に直接ご連絡申し上げます。
定員に空きがある場合は、ご連絡いたしませんので、ご了承ください。

●ＪＲ・私鉄

「横浜駅」西口・きた西口を出て、徒歩およそ５分

●横浜市営地下鉄

「横浜駅」地下鉄出口８から、地下街をとおり「中央モ
ール」を左折し「北６」出口を出て、徒歩およそ２分

●お車をご利用の方へ

４２台収容の有料駐車場があります。ご利用上の注
意事項などがありますので、あらかじめ会場ＨＰの
「駐車場のページ」をご確認ください。

※ 台数が限られておりますので、
なるべく公共交通機関をご利用ください。

※ 県民センター周辺の道路は一方通行と
なっていますので、ご注意ください。

FAX：045-472-1710 E-mail：kanagawa-idounet@b04.itscom.net


